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東京熱供給株式会社 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が出資等を行っている

団体に対して、団体の事業が出資等の目的に沿って適切に運営されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

（１）監査対象団体 東京熱供給株式会社 

（２）監査対象局  環境局 

 

２ 実施監査場所 

（１）東京熱供給株式会社 

本社、光が丘支社、八潮支社 

（２）環境局 

 

３ 事業の内容 

（１）事業の概要 

東京熱供給株式会社（以下「会社」という。）は、都市排熱の有効利用等により、効率的で

安定した熱エネルギーの供給を図り、併せて大気汚染防止、エネルギーの節減など、安全で快

適な都市づくりに寄与するため、熱供給事業法（昭和４７年法律第８８号）に基づき、蒸気・

温水・冷水等の熱供給に関する事業を営むことを目的として、昭和５６年９月に設立された。 

会社は、昭和５８年４月から、光が丘団地地区及び品川八潮団地地区において清掃工場の排

熱を利用した温熱及び冷熱による熱供給事業を開始している。さらに、平成３年１０月に竹芝

地区、平成４年６月に八王子南大沢地区及び平成８年７月に東京国際フォーラム地区において、

熱供給事業を開始している。 

（２）都との関係 

都は、会社の資本金７億５，０００万円のうち、１億８，７５０万円（２５％）を出資して

いる。 

 

４ 組織（平成２４．３．３１現在） 

会社は、本社を千代田区九段南四丁目８番に置き、役員９名（代表取締役社長１名（常勤）、

常務取締役１名（常勤）、取締役４名、監査役３名（うち常勤１））及び社員３６名で、１部

２支社３管理事務所をもって構成されている。 
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第３ 監査の範囲及び実地監査期間 

１ 監査の範囲 

第３０期（平成２２．４．１～平成２３．３．３１）及び第３１期（平成２３．４．１～平成

２４．３．３１）の事業について実施した。 

 

２ 実地監査期間 

（１）環境局      平成２４年１０月５日及び同月１７日 

（２）会  社      平成２４年１０月９日から同月１６日まで 

 

第４ 監査の結果 

１  経営に関する事項 

第３１期（平成２３年度）末現在、光が丘団地及び品川八潮団地の２団地地区を含む５地区に

おいて、約１万７千戸及び１１５施設に対し、熱供給事業を実施している。 

事業実績については、温熱では第３０期（平成２２年度）と比べ２．３％減の４０万９千ＧＪ

（ギガジュール）、冷熱では第３０期と比べ２７．２％減の１７万７千ＧＪ（ギガジュール）を

それぞれ供給している。販売金額は、３９億４，３５１万余円であり、第３０期と比較し２億

４，３４３万余円（５．８％）減少している。 

経営成績は、経常利益８，３９９万余円であり、法人税等を控除した当期純利益は

４，７２３万余円である。 

第３１期末における財政状態は、資産合計７７億５，７２８万余円、負債合計６０億

９，２２３万余円、純資産合計１６億６，５０４万余円となっている。 

経営環境について見ると、第３１期は東日本大震災の影響により、需要家の節電及び省エネ意

識が高まったため熱販売量が大きく減少する一方、原油価格の高止まりが続いたことなどによる

費用増大により、営業利益が大幅に落ち込んでいる。 

また、個別冷暖房の普及や新たな熱供給システムの導入促進により、地域冷暖房事業を取り巻

く環境は、以前にも増して厳しくなってきている。 

一方、事業運営について見てみると、第３１期から本格実施された光が丘団地地区の再構築事

業をはじめ、今後、会社全体で多額の投資資金が必要となるため、将来の事業予測や収支バラン

スについて十分留意する必要がある。 

このように、収入・支出両面において厳しい経営環境が想定されるなかで、着実に事業を運営

していくためには、新規需要家の獲得、気候変動等に対応した効率的な運転管理、適切な維持管

理によるコスト削減等に、一層努めていく必要がある。 

   以上、経営状況について述べてきたが、会社は、別項指摘事項を除き、出資の目的に沿って、

適切に経営されていると認められる。 
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 ２ 指摘事項 

 （１）団体 

ア 熱料金の収納現金に係る取扱いを適正に行うべきもの 

会社の「経理規程」（ 終改正：平成１４年４月１日）によれば、金銭を受領した収納

担当者は、所定の領収証を相手方に交付するとともに、遅滞なく金銭及び領収証原符を出

納責任者に渡さなければならず（第１６条）、受領した金銭は、原則として遅滞なく銀行

に預け入れなければならない（第１７条）とされている。また、出納責任者は、現金につ

いて、日々の現金出納終了後その残高を関係帳簿と照合する（第２３条）とされている。 

        ところで、収納現金の取扱いについて見たところ、八潮支社は、収納窓口（９時～

１７時）において、熱料金の収納を行っており、毎日１６時に当日収納分を締切り集計して

金融機関に預け入れている。 

しかしながら、①締切り後収納分、②手書き納入通知書による収納分（注）については、

支社の金庫に保管し、表１のとおり、翌日以降に金融機関に預け入れているが、帳簿等の作

成及び現金の出納責任者への引渡し、出納責任者の照合確認などの経理規程に準拠した処理

をしておらず、適正でない。 

会社は、熱料金の収納現金に係る取扱いを適正に行われたい。 

（ 東京熱供給株式会社 ） 

 

（表１）簿外管理の例（平成２４年１０月１５日収入計上分）       （単位：円）

金 額 収納日 預入日 内 容 

5,659 平成 24.10.11 平成 24.10.15 手書納入通知書分 

4,844 平成 24.10.11 平成 24.10.15 手書納入通知書分 

4,552 平成 24.10.12 平成 24.10.15 平成 24.10.12 締切り後収納分 

  

（注）手書き納入通知書分：銀行口座引き落とし事故（残高不足等）事案について、銀行

から引き落とし事故データの返戻前に、使用者が収納窓口で

支払う場合、手書き納入通知書により仮受けし、データ確認

後に、収入計上することとしている。 
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第５ 経営状況の概要 

１  経営状況について 

（１）事業実績 

会社は、光が丘団地地区・品川八潮団地地区・竹芝地区・八王子南大沢地区・東京国際フォ

ーラム地区の５地区にプラント（熱発生所）を建設し、表２のとおり、熱供給事業を実施して

いる。 

第３０期（平成２２年度）及び第３１期（平成２３年度）における熱供給販売実績は、表

３のとおりとなっている。 

 

（表２）熱供給事業の状況（第３１期末現在） 

地区面積 対象施設供給能力等 

地区名 熱 供 給 

設備価額 

供給開始

年    月 
熱供給方式 

供給施設区分 供給数 
加熱能力(GJ/ｈ)

冷却能力(GJ/ｈ)

184.7 ha 住宅施設 12,000 戸 
光が丘団地 

116 億円 
昭和58.4 

光が丘清掃工場 

の発電排熱 

及び電力等使用 商業業務施設等 60 施設 

219.723 (GJ/ｈ)

50.650 (GJ/ｈ)

41.2 ha 住宅施設 5,300 戸 品川 

八潮団地 47 億円 
昭和58.4 

品川清掃工場の

排熱 

及びガス等使用 商業業務施設等 40 施設 

90.419 (GJ/ｈ)

7.618 (GJ/ｈ)

13.5 ha 
竹   芝 

48 億円 
平成3.10 電力・ガス併用 商業業務施設等 7 施設 

57.022 (GJ/ｈ)

54.076 (GJ/ｈ)

30.3 ha 八王子 

南大沢 41 億円 
平成4.6 電力・ガス併用 商業業務施設等 4 施設 

42.850 (GJ/ｈ)

43.796 (GJ/ｈ)

12.1 ha 東京国際 

フォーラム 48 億円 
平成8.7 電力・ガス併用 商業業務施設等 4 施設 

85.396 (GJ/ｈ)

75.393 (GJ/ｈ)

（注１）１ＧＪ（ギガジュール）：熱量の単位で１０億Ｊ、１Ｊは約０．２４カロリー 

（注２）熱供給設備価額は、第３１期末における製造設備、供給設備及び業務設備の有形固定資産帳

簿取得価額の合計額である。 
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（表３）熱供給販売実績（地区別）                                     （単位：GJ、千円） 

第３１期 第３０期 
地区名 熱種別 

販売熱量 販売金額 販売熱量 販売金額 

温熱 191,609 1,074,162 193,760 1,088,129

冷熱 40,611 319,232 60,227 407,491光が丘団地 

合計 232,220 1,393,395 253,987 1,495,621

温熱 87,407 469,781 86,136 464,172

冷熱 2,059 32,441 4,302 39,380品川八潮団地 

合計 89,466 502,222 90,438 503,553

温熱 45,341 283,830 48,388 279,582

冷熱 59,321 614,993 76,083 645,086竹  芝 

合計 104,662 898,823 124,471 924,668

温熱 12,719 100,632 13,174 101,374

冷熱 23,110 279,180 34,188 321,279八王子南大沢 

合計 35,829 379,813 47,362 422,654

温熱 72,888 344,280 78,732 356,947

冷熱 52,720 424,983 69,441 483,507東京国際フォーラム 

合計 125,608 769,263 147,813 840,454

温熱 409,964 2,272,687 419,830 2,290,206

冷熱 177,821 1,670,831 244,241 1,896,745合  計 

合計 587,785 3,943,518 664,071 4,186,952
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（２）経営成績 

ア 損益計算書項目の比較増減分析 

第３０期（平成２２年度）及び第３１期（平成２３年度）の経営成績は、別表１比較損益

計算書のとおりである。 

第３１期における経営成績は、営業利益２億１８０万余円、経常利益８，３９９万余円で

あり、法人税等を控除した当期純利益は、４，７２３万余円である。 

営業収益は、３９億５，５４２万余円であり、第３０期（４２億５２４万余円）と比較し

て２億４，９８１万余円（５．９％）減少している。これは主に、東日本大震災の影響によ

り、節電及び省エネ意識が高まり、需要家が特に夏場の冷房の使用等を控えたため、温熱料

が１，７５１万余円、冷熱料が２億２，５９１万余円それぞれ減少したことによるものであ

る。 

営業費用は、３７億５，３６２万余円であり、第３０期（３７億５，５４８万余円）と比

較して１８５万余円（０．０％）減少している。これは主に、原油価格の高止まりのため製

造費及び供給販売費が増加したものの、人件費や修繕費が減少したことなどにより、一般管

理費が１，５９７万余円減少したことによるものである。 

この結果、営業利益は２億１８０万余円となり、第３０期（４億４，９７５万余円）と比

較して２億４，７９５万余円（５５．１％）の減少となっている。 

営業外収益は、１９８万余円であり、第３０期（２２５万余円）と比較して２７万余円

（１２．１％）減少している。 

営業外費用は、１億１，９７８万余円であり、第３０期（１億３，３９５万余円）と比較

して１，４１６万余円（１０．６％）減少している。これは主に、支払利息が１，４７９万

余円減少したことによるものである。 

この結果、経常利益は８，３９９万余円となり、法人税等を控除した当期純利益は

４，７２３万余円となっている。 

 

イ 経営比率等による経営成績の分析 

会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表４のとおりである。 
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（表４）経営比率 

決算期 

項  目 
第２７期 第２８期 第２９期 第３０期 第３１期 算  式 

 事業利益総資本事業利益率 

（％） 
５．０ ４．３ ６．３ ６．６ ２．６ 

 総資本 

 営業利益営業収益営業利益率 

（％） 
８．８ ７．６ １０．９ １０．７ ５．１ 

 営業収益

 営業収益総資本回転率 

（回） 
０．５６ ０．５６ ０．５８ ０．６２ ０．５１ 

 総資本 

 総 費 用総費用対総収益比率 

（％） 
９５．０ ９６．３ ９２．８ ９２．４ ９７．９ 

 総 収 益

 事業利益インタレスト･カバレッジ･レシオ 

（倍） 
２．４４ １．９９ ３．０９ ３．５９ １．８３ 

 支払利息

 

（３）財政状態 

ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

第３１期（平成２３年度）末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産

合計７７億５，７２８万余円、負債合計６０億９，２２３万余円及び純資産合計１６億

６，５０４万余円となっている。 

資産合計は、第３０期（平成２２年度）（６８億１，３１６万余円）と比較して、９億

４，４１１万余円（１３．９％）増加している。 

固定資産は、５４億７，２４８万余円であり、第３０期（５７億２，５８９万余円）と比

較して２億５，３４１万余円（４．４％）減少している。これは主に、熱供給事業設備の減

価償却によるものである。 

流動資産は、２２億８，４７９万余円であり、第３０期（１０億８，７２７万余円）と比

較して１１億９，７５２万余円（１１０．１％）増加している。これは主に、現金及び預金

が１１億２，２３４万余円増加したことによるものである。 

負債合計は、第３０期（５１億９，５３６万余円）と比較して、８億９，６８７万余円

（１７．３％）増加している。 

固定負債は、４４億９，０８５万余円であり、第３０期（３８億９，１７１万余円）と比

較して５億９，９１３万余円（１５．４％）増加している。これは、主に１年以内に返済期

限が到来する８億３２８万円を流動負債に振り替えたものの、東京都から新たに１４億円借

り入れたことによるものである。 

流動負債は、１６億１３８万余円であり、第３０期（１３億３６５万余円）と比較して

２億９，７７３万余円（２２．８％）増加している。これは主に、未払法人税等が

６，８５２万余円、未払費用が４，１３０万余円それぞれ減少したものの、未払金が３億

３，５４７万余円増加したことによるものである。 
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純資産合計は、第３０期（１６億１，７８０万余円）と比較して４，７２３万余円（２．９ 

％）増加している。その内訳は、別表３のとおりである。 

 

イ 財務比率等による財政状態の分析 

会社の安全性を示す財務比率は、表５のとおりである。 

 

（表５）財務比率                                                              （単位：％） 

決算期 

項  目 
第２７期 第２８期 第２９期 第３０期 第３１期 算  式 

 流動資産
流動比率 ９７．９ ８４．２ ８４．３ ８３．４ １４２．７ 

 流動負債

 自己資本
自己資本比率 １５．７ １７．３ ２０．１ ２３．８ ２１．５ 

 総資本 

 固定資産
固定長期適合比率 １００．４ １０３．３ １０３．９ １０３．９ ８８．９ 

 長期資本

 

 

（４）経営環境に関する評価 

ア 経営環境に関する評価 

事業の経営環境について、営業活動、財務活動等の観点から確認を行った結果、事業の経

営環境及び事業運営等において、次のとおり、留意すべき点が見受けられた。 

（ア）事業の経営環境 

事業対象地区（光が丘団地地区ほか４地区）において、一部で新規需要家の獲得が認め

られるものの、団地における一世帯当たりの住人数の減少等により、熱販売量は減少傾向

にある。また、東日本大震災以降、節電及び省エネ意識の浸透に伴い、第３１期（平成

２３年度）の熱販売量は大きく減少している。一方、中東情勢により原油価格は高止まり

傾向が続き、原材料費は増加している。 

さらに、省エネ化や低コスト化が進む個別冷暖房の普及や新たな熱供給システムの導入

が促進されてきており、以前にも増して、地域冷暖房事業における経営環境は厳しくなっ

てきている。 

会社においては、需要家の増加が期待できる再開発事業等の情報収集や営業活動をさら

に強化するとともに、ＣＯ２削減効果といった地域冷暖房の導入メリットを強調するなど、

引き続き新規需要家の獲得に努めていくことが重要な課題である。 

（イ）事業運営 

会社では、光が丘団地地区について、熱源である光が丘清掃工場の建替えが平成２０年

代後半に計画されていることから、これに合わせて、より熱効率性が高い設備への再構築

を図っており、平成２３年度からセンタープラント、導管工事など主要部分の工事を開始
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している。一方、本再構築事業が終了する平成３１年度までに、会社全体で必要となる投

資経費は総額約７０億円となり、ほぼ全額を自己資金と長期借入金で賄うこととしている。 

収入・支出の両面において厳しい経営環境が想定される中で着実に事業を進めるために

は、気候変動や需要家の需要動向などに的確に対応した効率的な運転管理に一層努めると

ともに、適切な維持管理によるコスト削減、競争入札による設備投資額の圧縮、新規の需

要家獲得による収入の増加等、あらゆる面で創意工夫をもって事業を運営していく必要が

ある。 

（ウ）経営計画 

会社は、平成２２年８月に、平成２３年度から本格実施された光が丘団地地区の設備再

構築を踏まえた「長期収支見通し」（平成２０年度～平成３５年度）を策定している。 

策定に際しては、収益面では、光が丘団地及び八潮団地における一世帯当たりの平均人

員の減少や東京都環境確保条例のＣＯ２削減を踏まえた熱販売量の段階的減少等を、費用

面では、原油価格の高騰による原材料費や電力料金の増加、光が丘再構築等に伴う固定資

産除却損等を基に、収支を推計している。 

しかし、節電や省エネ意識の高まりに伴い、今後は、熱販売量の大幅な増加を見込める

状況になく、収益の見通しも不透明となってきているため、会社は必要に応じて長期収支

見通しの精査や見直しを行う必要がある。 
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（別表１）比較損益計算書                                        （単位：円、％） 

    増（△）減 

科     目 

第３１期 

（平成23.4.1～ 

平成24.3.31） 

第３０期 

（平成22.4.1～ 

平成23.3.31） 
金 額 率 

    （Ａ） （Ｂ） (C=A-B) (C/B)×100

営業収益 3,955,429,911 4,205,245,762 △  249,815,851 △     5.9

 温熱料 2,272,687,604 2,290,206,603 △   17,518,999 △     0.8

 冷熱料 1,670,831,005 1,896,745,665 △ 225,914,660 △    11.9

 営業雑収益 11,911,302 18,293,494 △  6,382,192 △  34.9

営業費用 3,753,629,649 3,755,489,225 △    1,859,576 △     0.0

 製造費 2,339,838,079 2,335,282,856 4,555,223      0.2

 供給販売費 1,190,547,314 1,180,991,475 9,555,839      0.8

営 

業 

損 

益 

 一般管理費 223,244,256 239,214,894 △   15,970,638 △     6.7

営業利益 201,800,262 449,756,537 △  247,956,275 △    55.1

営業外収益 1,980,208 2,252,749 △   272,541 △  12.1

 受取利息 1,261,887 1,385,513 △      123,626 △     8.9

 雑収入 718,321 867,236 △   148,915 △  17.2

営業外費用 119,782,115 133,951,705 △  14,169,590 △  10.6

 支払利息 110,911,695 125,706,763 △  14,795,068 △  11.8

営 

業 

外 

損 

益 
 雑支出 8,870,420 8,244,942 625,478     7.6

経常利益 83,998,355 318,057,581 △  234,059,226 △    73.6

税引前当期純利益 83,998,355 318,057,581 △  234,059,226 △    73.6

法人税等 25,807,800 119,173,300 △   93,365,500 △    78.3

法人税等調整額 △     10,952,757 △      3,152,046 △  7,800,711 247.5

当期純利益 47,237,798 195,732,235 △  148,494,437 △    75.9
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（別表２）比較貸借対照表                                           （単位：円、％） 

増（△）減 第３１期 
（平成23年度） 

第３０期 
（平成22年度） 金額 率 科      目 

（Ａ） 構成比 （Ｂ） 構成比 (C=A-B) 
(C/B)×
100 

固定資産 5,472,487,554 70.5 5,725,899,141 84.0 △  253,411,587 △  4.4

 熱供給事業固定資産 4,107,075,052 52.9 4,415,224,203 64.8 △  308,149,151 △  7.0

  有形固定資産 4,042,095,555 52.1 4,356,101,993 63.9 △  314,006,438 △  7.2

   製造設備 1,894,137,658 24.4 2,009,287,135 29.5 △  115,149,477 △  5.7

   供給設備 1,987,745,994 25.6 2,194,656,414 32.2 △  206,910,420 △  9.4

   業務設備 160,211,903 2.1 152,158,444 2.2 8,053,459 5.3

  無形固定資産 64,979,497 0.8 59,122,210 0.9 5,857,287 9.9

   電気ガス供給施設利用権 1,066,880 0.0 1,066,880 0.0 0 0  

   水道施設利用権 27,130,624 0.4 27,130,624 0.4 0 0  

   電信電話専用施設利用権 1,078,003 0.0 1,078,003 0.0 0  0  

   ソフトウェア 297,326,412 3.8 269,250,412 4.0 28,076,000 10.4

   電話加入権 10,604,787 0.1 10,604,787 0.2 0 0  

   減価償却累計額 △ 272,227,209 △ 3.5 △ 250,008,496 △ 3.7 △   22,218,713 8.9

 建設仮勘定 246,229,777 3.2 183,509,732 2.7 62,720,045 34.2

 投資等 1,119,182,725 14.4 1,127,165,206 16.5 △    7,982,481 △  0.7

  長期投資 1,088,452,793 14.0 1,088,452,793 16.0 0 0  

  長期前払費用 22,416,867 0.3 29,952,600 0.4 △    7,535,733 △ 25.2

  繰延税金資産 8,313,065 0.1 8,759,813 0.1 △      446,748 △  5.1

流動資産 2,284,793,344 29.5 1,087,270,733 16.0 1,197,522,611 110.1

 現金及び預金 1,777,459,517 22.9 655,114,843 9.6 1,122,344,674 171.3

 売掛金 361,928,062 4.7 334,729,893 4.9 27,198,169 8.1

 諸未収入金 72,406,482 0.9 15,009,220 0.2 57,397,262 382.4

 貯蔵品 32,215,478 0.4 35,704,678 0.5 △    3,489,200 △  9.8

 前払費用 38,783,092 0.5 33,700,205 0.5 5,082,887 15.1

 繰延税金資産 4,219,604 0.1 14,725,613 0.2 △   10,506,009 △ 71.3

 貸倒引当金 △    2,218,891 △ 0.0 △    1,713,719 △ 0.0 △      505,172 29.5

資産合計 7,757,280,898 100  6,813,169,874 100  944,111,024 13.9

固定負債 4,490,851,099 57.9 3,891,712,487 57.1 599,138,612 15.4

 長期借入金 4,467,526,000 57.6 3,870,811,000 56.8 596,715,000 15.4

 退職給付引当金 23,325,099 0.3 20,901,487 0.3 2,423,612 11.6

流動負債 1,601,387,231 20.6 1,303,652,617 19.1 297,734,614 22.8

 
１年以内に 
期日到来の固定負債 

803,285,000 10.4 747,639,000 11.0 55,646,000 7.4

 買掛金 141,264,131 1.8 117,270,171 1.7 23,993,960 20.5

 未払金 375,566,440 4.8 40,086,750 0.6 335,479,690 836.9

 未払費用 256,697,788 3.3 298,005,611 4.4 △   41,307,823 △ 13.9

 未払消費税等 8,167,500 0.1 12,016,500 0.2 △    3,849,000 △ 32.0

 未払法人税等 465,000 0.0 68,993,200 1.0 △   68,528,200 △ 99.3

 預り金 1,733,157 0.0 1,437,425 0.0 295,732 20.6

 賞与引当金 12,510,315 0.2 16,506,060 0.2 △    3,995,745 △ 24.2

 その他流動負債 1,697,900 0.0 1,697,900 0.0 0 0  

負債合計 6,092,238,330 78.5 5,195,365,104 76.3 896,873,226 17.3

資本金 750,000,000 9.7 750,000,000 11.0 0 0  

利益剰余金 915,042,568 11.8 867,804,770 12.7 47,237,798 5.4

 利益準備金 15,000,000 0.2 15,000,000 0.2 0 0  

 その他利益剰余金 900,042,568 11.6 852,804,770 12.5 47,237,798 5.5

純資産合計 1,665,042,568 21.5 1,617,804,770 23.7 47,237,798 2.9

負債及び純資産合計 7,757,280,898 100  6,813,169,874 100  944,111,024 13.9

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、第31期14,755,603,919円、第30期14,212,996,573円である。 
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（別表３）株主資本等変動計算書                                                    （単位：円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金
区 分 

資本金 
資本準備金 利益準備金

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計 
純資産合計 

第30期末残高 

(平成23.3.31) 
750,000,000 ― 15,000,000 852,804,770 867,804,770 1,617,804,770 1,617,804,770

 当期純利益 ― ― ― 47,237,798 47,237,798 47,237,798 47,237,798

 計 ― ― ― 47,237,798 47,237,798 47,237,798 47,237,798

第31期末残高 

(平成24.3.31) 
750,000,000 ― 15,000,000 900,042,568 915,042,568 1,665,042,568 1,665,042,568

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


